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1被告が原告に対してなした，別紙目録1ないし3記載の一部不開示決定のう

ち，同目録1記載の「調査対象地区を具体的に示すことにつながりうる情報」，

同目録2及び3記載の「調査対象地域等を具体的に示すことにつながりうる情

報」をそれぞれ不開示とする部分を取り消す。
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選定が原子力発電環境整備機構により全国的な公募によって行われるものと

されたことや，被告の業務内容が中間貯蔵施設の立地等とされたことを知ら

ない者や，それらに関する前述の経緯や業務の進行状況等の理解が十分でな

い者にとっては，なおそれらの地区が上記処分予定地として既に選定されて

いるのではないか，あるいは，被告が処分予定地を選定しようとしているの

ではないかとの疑念を抱き，そのために被告の業務に対して批判的な姿勢が

示される事態が予想されないわけではない。

しかし，仮に，そのような疑念を生じさせる可能性があるとすれば，その

疑念を生じさせる直接の原因は，高レベル放射性廃棄物の処分予定地の選定

の主体や方法，その進捗段階，被告の業務内容やその経緯，進行状況等，こ

れら各独立行政法人の活動内容や経緯等について，関係者の理解を得ること

がいまだ十分でないことによるものというべきであって，本件係争部分が開

示されることによるものとは解されない。

′すなわち，被告は，動燃事業団であった当時，処分予定地選定のための有

効な地層の調査（第2段階）として全国的に地層等の調査を行ったが，更に

精密調査，深地層試験等を経て処分予定地を選定するとされていたこと，そ

の後，処分予定地の選定は原子力発電環境整備機構が公募によって行うこと

とされ，被告は現在では高レベル放射性廃棄物の処分予定地の選定業務を行

っておらず，その業務は中間貯蔵施設甲立地であることなどについて，関係

者の理解を得るための説明その他の努力を尽くすことによって，本件各文書

の調査対象地区が高レベル放射性廃棄物の処分予定地等として既に選定され

ているのではないか，あるいは，被告が高レベル放射性廃棄物の処分予定地

を既に選定し，又は今後選定しようとしているのではないかなどという上記

の被告主張にかかる疑念に対処すべきものというべきである。

（2）上記のような説明等によっても，関係者らの一致した理解を得ることにつ

いては，関係者らの利害の状況いかんによって困難なところがあることも予
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想されるところである。

しかしながら，法1条は，「この法律は，国民主権の理念にのっとり，法

人文書の開示を請求する権利及び独立行政法人等の諸活動に関する情報の提

供につき定めること等により，独立行政法人等の保有する情報の一層の公開

を図り，もって独立行政法人等の有するその諸活動を国民に説明する責務が

全うされるようにすることを目的とする。」と定め，独立行政法人が国民に

対する説明の責務を全うし，国民の批判を仰ぎ，その理解を得るように定め

ている趣旨に照らせば，国民の理解を得ることが困難であることを理由とし

て保有する情報を非開示とすることは許されず，それは独立行政法人の説明

の責務を放棄するに等しいものというべきである。

（3）原子力に関する業務は，国民生活に与える影響が大きく，また，それを巡

る賛否等についても多様な議論があるところであるから，被告の業務内容等

について国民の理解と信頼を得るために情報の公開が望まれるのであって，

国民への説明や理解を得ることの困難さ，また，それから生じる疑念や誤解

等，そして，被告の業務に対する批判的な報道や運動等が予想されるとして

も，上述したとおり，それらは，本件係争部分が開示されることiてよるもの

ではないというべきであって，その開示によって，法5粂4号本文の被告の

事務又は事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるものに該当するとは

認められない。

4　以上のとおりであって，原告の請求は理由があるから認容することとし，主

文のとおり判決する。

名古屋地方裁判所民事第7部

裁判長裁判官　　中　　　村　　　直　　　文
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